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（資料2－1）  

地域生活支援事業の実施事例  

＿．コ＿‾   実施自治体   概要   

イアを活用した  広島県   事業者（有資格者）が実施する移動支援事業に加え   

組み   広島市   て、利用者とペア登録したボランティアが対応する  

社会参加支援ガイドヘルパー派遣事業を設け、利用  

者の選択の幅を広げている。   

に応じて効率的  神奈川県   利用者の障害像に応じて利用用件やサービス提供   

業を実施した取  川崎市   者の資格要件を緩和し、外出目的に応じた利用区分  

や独自の負担割合を設定している。   

者家族会が中心  兵庫県   施設利用者家族会が中心となり、施設公用車を使   

の送迎事業   神戸市   い、運転手のみをタクシー会社から派遣してもらう  

委託契約により、施設への送迎を実施している。   

と協働した移動  千葉県   障害者数が限られており、単独施策として効率的な   

化の取組み   印西市   展開が難しいため、企画部局が実施している循環バ  

スや高齢者介護部局が実施している移送サービス  

事業に相乗りして移動支援を行っている。   

支援センターへ  神奈川県   作業所が新体系事業へ移行するステップとして、地   
み   川崎市   域活動支援センターを活用することを想定し、個別  

給付への移行や就労移行への取組みのインセンテ  

イブをつけるため、センター単価に加算の枠組みを  

設けている。   

村の協調による  神奈川県   サービスの利用が一市町村内で完結しないこと、市   
通化  町村個別の対応では負担が多いことを背景に、県と  

市町村が協調して請求事務の共通化や地域生活支  

援事業に関する情報収集・市町村へのフィードバッ  

クを行っている。   

の事業設計と事  広島県   市町ごとの独自性を生かしつつも、必要になればい   

化   東広島市   つでもどこでもサービスが利用できる環境を維持  

するために、また事業者・市町担当者の事務処理等  

を煩雑にしないために、県内市町が協働で地域生活  

支援事業への移行を進めた。   

相談支援体制構  埼玉県   3障害の相談支援事業を統合し、年中無休24時間   

組み   東松山市   の相談体制を設置している。   

支援事業の取組  千葉県   学校廃校跡地で、地域の集会所や教育研修施設とと  

印西市   もに、障害児放課後対策事業を展開している。特別  
支援学校の送迎バス等のルートにあって保護者の  

送迎負担の軽減が図られていること、夕方や長期休  

暇も柔軟に対応できることで利用が延びている。   

害をもつ人の地  奈良県上牧  知的障害を持つ人が自分らしく生活するための支   

r‾ぷらっと」   町社会福祉  援とレスバイトを目的として、社協の単独事業とし  

協議会   て地域生活拠点を設置した。障害者のニーズにそっ  

て、定期的な交流の場から、喫茶店運営による一般  

就労と作業所の中間的な場へ、地域との接点の場へ  

とその役割を拡大している。   

ーー体となって進  長崎県大村  地域の多様なニーズに応えられるよう、総合的に相   

合相談の取り組  市社会福祉  淡から調整までのワンストップサービスを実現す  
協議会   るとともに、それを補完する形で地域と連携した見  

守りネットワークやボランティア等と協力したサ  

ービス開発を行っている。   

1．ボランテ  

移動支援の取  

2．利用目的  

に移動支援事  

3．施設利用  

となったNPO  

4．高齢者等  
支援事業効率  

5．地域活動  

の移行の取組  

6．県と市町  

請求事務の共  

7．市町協働  

務処理の標準  

8．総合的な  

築にむけた取  

9．日中一時  

み  

10．知的障  

域生活の拠点  

11．地域が  

める障害者総  

み   

－1こミ  



1．ボランティアを活用した移動支援の取組み（広島県広島市）  

■支援貴制度以前の移動支援ボランティア   社会参加支援ガイドヘルパー派遣事業」の二事  

業は、事業目的が重複していることから、効果  

的・効率的な運営を目指して、両事業とも地域  

生活支援事業の移動支援事業に位置づけた。   

これに伴い、二事業の担い手や運営形態の大  

枠に変化はないが、ガイドヘルパー派遣事業の  

対象者は、移動支援にあわせて精神障害者（児）  

まで拡大された。   

また、利用できる時間は、従来の車いす等・  

視覚障害ガイドヘルパー派遣事業の上限時間  

を引き継ぎ、二事業あわせて80時間／月と設定  

されている。これは、4時間の外出を月 20回  

することを想定したものである。   

ガイドヘルパー派遣事業は、従来と同様、社  

協に委託している。委託料は、年間のサービス  

利用見込み＋ヘルパーの交通費十利用申し込  

みを受け付け管理する人件費（臨時職員等）＋  

ガイドヘルパー研修費用に基づき算定してい  

る。（18年度実績：7900万円／年）  

広島市では、従来、「車いす等ガイドヘルパ  

ー派遣事業」「盲人ガイドヘルパー派遣事業」  

「知的障害者社会参加支援ガイドヘルパー派  

遣事業」を実施していた。   

この担い手は、利用者から推薦を受けた登録  

ボランティアで、年数回の研修を受講すること  

でその質を担保していた。登録ボランティアは、  

福祉に理解と熱意を有する者で、利用者とペア  

登録で活動することから、利用者との円滑な人  

間関係のもとでニーズに柔軟に対応できると  

いう利点があった。  

■支援費制度導入後の移動支援ボランティア   

平成15年4月の支援費制度における「移動  

介護」の導入に伴い、市は、これらのガイドヘ  

ルパー派遣事業を統合し、支援費制度に移行さ  

せることも含めて検討した。   

しかし、利用者から、「従来の事業は、なじ  

みのヘルパーを指名でき、時間等にも柔軟に対  

応してもらえるので使いやすい。継続してほし  

い」との声があったため、広島市社会福祉協議  

会に委託して市単独で「広島市障害者（児）社  

会参加支援ガイドヘルパー派遣事業」を継続す  

ることとなった。   

利用者負担の面から見ると、市単独のガイド  

ヘルパー派遣事業はもともと利用者負担がな  

い一方、支援費の移動介護の利用者負担は大半  

の利用者が低所得のため、ほとんど差はなかっ  

た。  

■ガイドヘルパー派遣事業の課題   

ガイドヘルパー派遣事業は、利用者とペア登  

録したボランティアが柔軟に対応できる利点  

があるが、ヘルパーは有資格者ではない。   

このため、年数回ガイドヘルパー向けの研修  

会を開催し、事業目的やヘルパーの役割を十分  

周知するとともに、実技講習も行って質の担保  

に努めている。   

ガイドヘルパー派遣事業は「移動支援」に比  

べて単価が安い。このため、利用者のニーズに  

応じて専門性の高いビジネスとしての「移動支  

援」と、気心の知れたボランティアによるガイ  

ドヘルパー派遣事業を自由に使い分けること  

ができれば、利用者にとっても財政負担する市  

にとってもメリットは大きい。   

なお、当面、サービス提供は一対一で、複数  

t地域生活支援事業における事業の一本化   

今般の障害者自立支援法の施行に伴い、支援  

費制度の「移動介護」と「広島市障害者（児）  
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は想定していない。その理由は、単価設定  

がしにくいこと、複数利用者を対象に均等にサ  

ービス提供できるのか、複数でも対応できるケ  

ースかどうか見極めることができるのか、危倶  

があるためである。また、車両型については今  

後の検討課題としている。  

図表1移動支援事業の概要  

移動支援事業   社会参加支援ガイドヘルパー派遣事業   

○全身性障害者（児）   ○全身性障害者（児）   

○視覚障害者（児）   ○視覚障害者（児）   

（⊃知的障害者（児）   ○知的障害者（児）   

（⊃精神障害者（児）   ○精神障害者（児）（精神保健福祉手帳2，3級   

※ただし、重度訪問介護の対象者は原則、重  については、医師意見書により外出時の介   

度訪問介護を利用。   護の必要性が認められた者）   

01時間あたり1500円   ○付き添い1時間あたり700円   

（⊃行動上の困難を有する知的・精神障害者  ○付き添いに係る交通費1回あたり2000円限   

（児）については、1時間あたり2800円   度（2000円を超える部分は利用者が負担）   

月80時間が上限（2事業あわせて）   

（⊃受給者証の交付を受け事業者と契約。   ○付き添いをお願いできるヘルパーを推薦  

（同居家族、3親等内親族は不可。年1回  

社協の研修を受講）して、利用者■ヘルパ  
ーがペアで登録。   

○生活保護世帯、市民税非課税世帯：0円  00円   

（⊃市民税所得割4万円未満：1割負担（1時間  

当たり150円又は280円）で、月額上限1500  

円  

（⊃市民税所得割4万円以上：1割負担（1時間  

当たり150円又は280円）で、月額上限18  

年度3100円、19年度6200円、20年度9300  

円。  

○区役所等公的機関、医療機関当への社会生  ○区役所等公的機関、医療機関当への社会生   

活上必要な外出   活上必要な外出   
○社会参加促進の観点から日常生活上必要な  ○社会参加促進の観点から日常チ．活上必要な   

外出   外出   

○通学・通所の支援については、障害児の保  ×通勤、営業活動等の経済活動に係る外出   
譲者が入院した場合など一時的な場合に加  ×通学等の通年かつ長期にわたる外出   

え、障害児の保護者が就労する場合などに  ×社会通念上本制度を適用することが適当で   

ついて、手続きをしたうえで利用可。  ない外出   

×通勤、営業活動等の経済活動に係る外出  

サービス費用  

利用できる時間  

利用手続き  

利用者負担  

サービス内容   
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2．利用目的に応じて効率的に移動支援事業を実施した取組み（神奈  

川県川崎市）  

■移動支援事業の概要   用）上限は設けない、②1日間の市独自研修受  

講者によるサービス提供が可能、③介護を実施  

したときは、実績に応じて加算という方針のも  

とに、利用目的に応じた2類型を設けた。   

すなわち、社会生活上必要な外出については  

「移動支援」、余暇活動等社会参加のための外  

出については「ふれあいガイド」で対応するこ  

ととしている。  

川崎市における移動支援事業は、屋外での移  

動に困難がある障害者・児について、外出のた  

めの支援を行うことにより、地域での自立生活  

及び社会参加を促すことを目的としている。   

また、移動支援事業を柔軟かつ効率的に運用  

する観点から、介護給付における利用条件等の  

緩和を図りつつ、報酬単価と利用者負担につい  

ても趣旨に沿ったものに改めることとする。   

利用対象者は、重度の視覚障害児者、車イス  

常用身体障害者、知的障害児者、精神障害者で  

あって、障害程度区分1以上の者を対象とし、  

障害児は、障害程度区分は問わないこととした。   

対象となる外出は、①社会生活上必要不可欠  

な外出（官公庁や金融機関への外出、公的行事  

への参加、生活必需品の買い物（本人同伴）、  

冠婚葬祭、通院等）と②余暇活動等社会参加の  

ための外出（外食、レジャー・レクリエーショ  

ン、映画鑑賞・観劇等）である。  

■利用ニーズに応じたサービスの新設   

移動支援の基本的な事業に加え、以前から  

ニーズの大きかった通所・通学支援、見守り支  

援について、サービスを新設した。   

適所・通学支援は、地域生活支援事業の創設  

により本格的にサービス化し、移動支援事業の  

枠組みを活用して、応諾義務を貸さない形での  

柔軟な運用に配慮した。また、利用者負担は、  

保護者の疾病により送迎できない場合は10％、  

就労等により送迎できない場合は50％として  

いる。   

また、見守り支援は、ふれあいガイドと同様  

の枠組みを活用し、学校や適所施設等の終了後、  

保護者等の帰宅までの隙間サービスとして位  

置づけるとともに、対象者として非該当となっ  

た精神障害者等も視野に入れ、障害程度区分は  

問わないこととした。  

■移動支援事業の再編に当たって   

移動支援事業の再編に当たっては、利用者の  

障害像に応じて利用要件やサービス提供者の  

資格要件を緩和し、外出目的に応じた利用区分  

や独自の負担割合を設定した。   

具体的には、重度者の移動支援は、重度訪問  

介護・行動援護（介護給付）の利用を想定し、  

有資格者によってサービスの質を担保すると  

ともに、厳格な利用要件を設けて利用者の安全  

の確保を企図した。   

一方、中・軽度者の移動支援は、民間事業者  

とともにNPOやボランティアの育成と活用  

を図る市民協働の事業と位置づけ、①支給（利  

－16－   



図表1「移動支援」と「ふれあいガイド」の内容  

移動支援   ふれあいガイド   

社会生活上必要な外出   余暇活動等社会参加のための外出   

あり（個別支援のみ）   なし   

個別給付（家事援助）の単価は保障   ボランティア報償相当額の単価   

・本体報酬：150単位／時間   ・本体報酬：100単位／時間   

→4時間超まで設定   →7時間超まで設定   

・介護加算：100単位／時間   ・介護加算：70単位／時間   

→2時間まで   →2時間まで  

・時間帯加算：50～125単位／時間  

→重度訪問介護の移動加算の1／2   

3％（50～80円程度）   8％（130～190円程度）   

外出目的  

応諾義務  

報酬単価  

利用者負担   
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3．施設利用者家族会が中心となったNPOの送迎事業（兵庫県神戸市）  

要があると感じて、2002年、利用者家族を中  

心として「在宅生活を考える会」を立ち上げた。  

■通所更生施設における送迎ニーズへの対応   

知的障害者適所更生施設 自立センターひ  

ょうご（神戸市聖隷福祉事業団が運営。以下、  

「センター」という）には、現在、69名．の利  

用者が神戸市全域から適所している。そのうち、  

自力適所できる利用者は全体の16％（11人）で、  

大半の利用者は家族の付き添いやガイドヘル  

プ事業を利用している。   

障害の重度化に伴い、自力通所ができない利  

用者が増える中で、家族が病気や事故等で支援  

できなくなると、利用者もすぐに適所が途絶え  

てしまう状態に陥り、地域生活の継続が困難に  

なるという状況が見られた。   

こうした状況を回避するために、センターは  

1998年から、職員のボランティアによる送迎  

事業を実施した。しかし、通常業務に加えて送  

迎の運転、添乗を行うことは、安全で十分な量  

のサービスを確保するには限界があり、職員に  

も負担を強いるものであった。そこで、運転は  

2000年から専門のタクシー会社に委託するこ  

ととし、添乗も2003年から有償ボランティア  

で対応することとした。  

■サービスの社会化の流れ   

「ないサービスは作り出す」「まずは実践、  

後追いで制度はついてくる」と利用者ニーズを  

最優先し、センター職員が中核となって創出し  

てきたさまざまな横だしサービスは、支援費制  

度の導入や障害者自立支援法の体系の中で、次  

第に明確なサービスとして位置づけられ、サー  

ビス基盤整備が進んできた。   

その中で、「当事者主体」の流れが生まれ、  

現在では、「在宅生活を考える会」が中心とな  

って、広く市民に実情を伝え寄付による財政的  

支援を求める趣意書づくりや、各種財団への助  

成金申請の書類作成、地域生活支援サービスに  

かかるパンフレット作成や、タクシー業者や行  

政を巻き込んだ公的サービス転用への働きか  

け等、社会への働きかけを行うプロセスに当事  

者が関わるエンパワメントが進んでいる。   

また、「抱え込まない」「使えるものは使う」  

という事業展開方針のもとで、送迎事業につい  

ては、運転業務・車両の管理業務はタクシー業  

者に委託しながら、車両そのものは施設所有の  

ものを使うことで低コスト化を実現するとい  

った効率的で柔軟な運用が生み出されている。   

現在、この送迎事業は「在宅生活を考える会」  

の自主事業であるが、会では、今後、本事業の  

費用対効果を分析し、「ガイドヘルプの弾力的  

な運用として、マンツーマン利用が基本のガイ  

ドヘルパーを10人乗りの送迎車両に添乗する  

ことにより、運転手とガイドヘルパー2人の人  

件費で8人の利用者の送迎が可能になる」とい   

うような具体的な提案をしていきたいと考え  

ている。  

■利用者家族を中心とした「在宅生活を考える  

会」立ち上げ   

送迎事業以外にも、センターでは、利用者の  

地域生活を支えるために、必要に応じてタイム  

ケア事業やナイトケア事業等を創出していっ  

た。しかし、そのような中で利用者・家族がセ  

ンター職員に依存してしまい、通常業務以外の  

職員の負担感が蓄積し、日中の支援者の配置が  

減るといった弊害が出てきた。また、職員の異  

動により事業の継続が困難になるおそれもあ  

ったため、これらの事業については将来的に  

NPO法人格を取得し、継続し、拡大していく必  
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図表1「在宅サービスを考える会」の送迎サービスの概要  

サービス内容   利用料   

○センター公用車による送迎（10人定員）  ○片道1回800円   

○朝・夕2回。火・木曜は東コース、水・金  

曜は西コース  

○運転：委託先のタクシー会社ドライバーー  

○添乗：1名（ボランティアまたはセンター職  

員）  

○委託先のタクシー会社車両による送迎   01回2410円（ただし、遠方は別途個別金額   

○利用者・家族から要請があったとき随時（登  

録制）  

○利用初回のみセンターが調整し、次回以降  

はタクシー会社に直接依頼。   
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4．高齢者等と協働した移動支援事業効率化の取組み（千葉県印西市）  

■他課所管の移動関連サービスの活用   ■地域生活支援事業の移動支援事業の概要   

印西市には、地域生活支援事業の移動支援事  

業以外の障害者の移動支援に関する施策とし  

て、企画財政部企画政策課所管の「ふれあいバ  

ス」と、健康福祉部 介護福祉課所管の「外出  

支援サービス」がある。   

印西市では、障害者の人数が限られており、  

単独施策としては効率的な展開が望めないた  

め、他の所管課の事業に抱き合わせる形で効率  

的・効果的な事業展開を行っている。  

印西市の地域生活支援事業における移動支  

援事業の概要は、移動支援事業と視覚障害者ガ  

イドヘルパー派遣事業の2種類があり、その概  

要は図表1のとおりである。   

移動支援事業の範囲としては、宿泊を除けば、  

社会生活上必要不可欠なもの、余暇活動いずれ  

も認めているが、通勤・通学、通年を要するも  

のについては認めていない。  

①移動支援事業   

移動支援事業の利用者は、月20人程度で、  

その内容は、韮に土日に映画を観て食事して帰  

ってくる、プーールに通うといった使い方である。  

後述する、ふれあいバスや外出支援サービスが  

公共サービスの申請等をカバーしており、移動  

支援事業は余暇活動という棲み分けが行われ  

ている。余暇活動を家族でなくヘルパーが支援  

することで、社会勉強となる要素も大きい。   

利用料は原則1割負担である。   

利用時間は、1日8時間以内で、1月あたり  

の上限は決めていない。上限については、支援  

費当時から、財政的に特に問題がなかったので、  

設けていないt⊃現在、一番利用している利用者  

で、30時間／月の利用があるが、平均は8～15  

時間／月である。  

①ふれあいバスの利用料無料化   

「ふれあいバス」は、市内4ルート（東・中・  

西・南）を月～土曜日（運休日：日曜日、国民  

の祝日、振替休日及び12月29日～1月3  

日）に運行する循環バスである。これは、平成  

10年に始まった事業で、通常の利用には均一  

料金100円／回がかかる。   

平成15年2月にふれあいバス検討委員会か  

ら、障害者手帳を持っている人は利用料を無料  

にしてはどうかという提言があったため、印西  

市と委託会社が協定を結び、平成15年8月か  

ら障害者の利用料無料が実現した。  

1日平均300人の利用者のうち、障害者の利  

用は10人で、主な利用目的は、主に市内地域  

活動支援センターへの適所、市役所への手続き  

等である。  

②視覚障害者ガイドヘルパー派遣事業   

視覚障害者ガイドヘルパー派遣事業は、これ  

まで市の単独事業として実施してきたもので、  

今回地域生活支援事業の創設に伴い、制度に組  

み込んで継続することとした。   

これまでの経緯もあり利用料は無料である。   

ガイドヘルパーの養成は今のところ県又は  

民間の講習会に委ねている。  

③外出支援サービスへの相乗り   

「外出支援サービス」は、市内に居住し住所  

を有する、介助なしで公共交通機関（電車・バ  

ス・タクシー）を利用することが困＃な人に、  

移送サービスを提供するサービスで、対象者は、  

65歳以上の要介護認定者、身体障害者手帳所  

持者、その他、前者と同等と判断された人であ  

る。  
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移送できる場所は、医療機関、市役所など市  

の施設、在宅福祉サービスを提供する施設、そ  

の他、市が必要と認めた場所で、範囲は印西市  

内と近隣市町村で片道概ね20km以内であ  

る。   

利用時間は、月曜日から金曜日の午前9時か  

ら午後5暗まで（土日・祝日・12月29日か  

ら1月3日は除く）で、→人週1回までの利用  

とされている。   

利用者負担は以下のとおりである。  

・基本料金：1回1，000円（2時間まで）  

・迎車料金：1回500円  

・超過料「金：30分ごと400円（30分未満は切   

り上げ）  

・運行料金・‥1km当たり30円  

※支払は降車時に直接運転手へ。   

利用の登録者は80人（うち障害者9人）で、  

実際の利用は月20人、ほとんどが高齢者の病  

院への送迎である。車両は、車椅子用軽ワゴン  

1台、軽自動車3台（うち1台は回転シートつ  

き）で、運転者25人である。   

委託事業者への委託料は、車両リース費、車  

両維持費、運転手人件費から利用者負担額を引  

いた額を精算する方式をとっている。  

図表1地域生活支援事業における移動支援事業の概要  

目的   事業内容   対象者   
利用時聞  

等   
自己負担籠   

屋外での移動が困難な  移動支援を実施するこ  障害者等であ  原則1日  原則1割負担。基準と  

障害者等について、外  とにより、社会生活上  って、市町村が  あたり 8  しては以下のとおり  
出のための支援を行う  必要不可欠な外出支援  外出時に移動  時間以内  30分未満：230円  

ことにより、地域にお  及び余暇活動等の社会  の支援が必要  （宿泊不  30分～1時間：400円  

移                                               ける自立生活及び社会  参加のための外出の際  と認めた者。  可）   1～1．5時間：580円   

動   の移動を支援。  1．5～2時間ニ650円  
支  
援  

2～2．5時間：730円  

事  2．5～3時間：800円  

業   3時間以上：870円に  

所要時間3時間から  

計算して所要時間30  
分を増すごとに70円  

を加算。   

外出及び社会参加が困  公的機関又は医療機関  身体障害者手  無料。  

視へ            難な視覚障害者に対  に赴く等社会生活上外  帳の交付を受   

覚ル  

障パ   視覚の障害を  

害l   有する者。   

者派 ガ遣  

イ事  

ド業   

る。   
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図表2 ふれあいバス事業の仕組み  

関東運輸局（千葉）  

道路運送法第4粂に基づく申汁  

★直垂匝姻 ㊥軒盛勝者幕綽諦櫛護鏡野拝  読蒋疇横顔堵  
頃肇  

②運行ルート  
③運行本数（時刻表）  

（初その他  

◎陣さ者の利用状況  
（1日平均300名うちI離書者10名）  

■一■1一－－■■■  

図表3 外出支援サービス事業の仕組み  

萎托事業者  関東運輸局（千葉）  

外出支撞サービス  ・■樺子用曝ワゴン暮1台、曜日Ih】■3台（うち  

1台【司l忙シー・ト付さ）  

・運l巨讐 （2S人〉  

・董l■j■■80島lうちl■讐蕃9名）  

（1吋書■■）   

■介♯比定f㍍．集捧柵需■紬  

・拍や卵帥増翻如畦洩噂据■  
福祉有償運送運営臨機会  

（利用「的）  

・ 市役所モの他市の鴬野への連i『・l隻宅細t止サービスを提t集十ろ】島鮫又l士貞8所への送迎  

・l五井廿関一－の】卓迎・ モの他l竹丘が必」■とl蓼嶋〉た1●析一－の透i墾  

（運行日及びl■l鴫）  

・月l■8一一金l■日 9－17暗主で （土8・祝日・年末年輪Ii休み）  

l■用■粗）  

迎■：I斗金  11『事）たウ  800円  

橿i■料金  30分ごとに  ▲00円  aO分乗≠切上   区 分  金 t  l■ 書  墓＊中l金  11司あたり l．000円  21■間童で                  ；書行料金  lKmわたり  30円  
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5．地域活動支援センターへの移行の取組み（神奈川県川崎市）  

■地域活動支援センター移行への視点   が廃止されるという全国的な動向もふまえ、市  

は、力量がある小規模作業所にはできるだけ個  

別給付に移行してもらいたいと考えており、作  

業所も規模や職員体制、ノウハウがあれば個別  

給付に移行したいとの意向があるので、移行の  

ステップとして地域活動支援センターを活用  

してもらおうと計画している。  

川崎市内の地域活動支援センターへの移行  

対象候補としては、小規模作業所（小規模適所  

授産含む）が56ケ所、精神障害者地域生活支  

援センターが1ケ所ある。   

平成23年度で作業所の補助金（交付税措置）  

図表2 地域活動支援センター移行への視点  

僻書の日中活動の一書を提供する事彙  

地域活∃鴎：薫：手玉センター  個別】給付へのステップアップを匡lるための事業  

1F男り給付移1亨支勧】■  

手書定紳をヨ■たす‾ため  
の人員、毀1■の毒t保   

個別給付の考え方による実績ヨ平価のt土地みの毒離入  個別給付に移肘ると－＝  

★圏とi■の員毒至により、   
市負担かrl何になる○  

★一事業所あたりのi暮   
普費lま増加し、しつかり   
としたサ・－ビスねq妄供   
される●  

（⊃ 就労支線を積ヰt＝月生り机た漢綴を評価する  
くすl■エ■H■蜘Li完≦旨蒜対〒加靂■）  

Cl支】望体制の天真に】反り靂且んでいることを評価する  
（東隣うー弓▲」ヒ加1■〇  

替月り給付l＝きらに  
ステップアップ   

させる土j暮づくり  
（舶II倉付♯†亨東l■加】事）  

図表3 地域活動支援センター移行スケジュール  
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職していないこと）させた場合には就労移行加  

算として翌年度200万円を支給することとし  

た。   

このような加算を設けたことで、利用者が1  

人減ってC型からD型になっても、その分の減  

額はさまざまな加算でフォローし、1年待てば  

養護学校卒業生を受け入れてC型に復帰する  

といった柔軟な対応が可能となる。   

市の試算によれば、今回の単価設定であれば、  

作業所にとって、従来から収入が減ることはな  

く、むしろ収入増となるため、移行へのインセ  

ンティブは働く見込みである。   

なお、移行後のセンターの利用者負担は、実  

費（食費等）のみであり、現在作業所で徴収し  

ているのと同程度となる予定である。  

■想定する類型と報酬単価   

センターの類型は、流動的な利用者数ではな  

く職員配置基準に着目して設定し、定員につい  

ては実利用人員の8割で評価した。   

報酬単価は、現行の作業所補助額を踏襲しな  

がら実利用人員による実績評価の仕組みを導  

入して設定した。   

また、必ず個別給付に移行することを条件に、  

2年間は個別給付移行支援加算400万円を支給  

し、作業所の人員体制確保を支援することとし  

た。   

そのほか、神奈川県は障害者就労率が非常に  

低いということもふまえ、就労移行を促進する  

ため、1人でも一般就労に移行（6ケ月以上離  

図表4 地域活動支援センターの類型  

日＊鷲射せ燈■爛し、つつ－柑薫蹟や   
ニ－．●、  

9相方門  

セ嵐蔦集虎三l桝抑引円   

●事■lt】■■1■と豆書．ヒー■t士．佃■■ll■義士．か■ll■●巾■虞H■l■書暮す▲1■●いう．   

図表5 地域活動支援センターに対する加算措置  

くっ 目」■エT暮虞虹■  100万円  
軍鶏工濃月蠣■鴫即髄鞘■蠣■食めt格甘凛封郎劇映した1●台．繁華虞完■j攣■臨加粁為¶   

0 相磯H菅】b；■・ 董○¢万円  
一欄欄濁砥＃椚煩け昂励上帆てゝ、なもヽこ出番せ闇せ、豊年ま紳■駄』劇■す名一  

iロ 暮よ炸■響賃劃粥■  10万円  
■】■㊥≠瞥1■電場鰍鱒・榊叫■杵渕鮎削如劃■】■夢犠九l・九重き蚤慶昨入れた事餞▲碁職lこ■算サもー  

0 ま脚tl讐龍加簾㊥  1勘∝翳円  
針づビスtl翳■1正せ著排し餌■会．蜘雛ご細緻てー量．   

t⊃ ま鮒椒†ヒ加閲  100万円  
肘．Iモー鮮■を鶴丸てや著す書J■機薔電雪E■したづ■曹一柳事lニ附尋Ⅶ  

O t桝1■柵刑■加■： 劇別耶凱円   
鷹洲1■付棚二蓼指す患1■倉、】■鞘欄鰐凛疇覿」齢轟■lこ遇屯■するパ碓【芸場外】  

・・曹鯛鸞j■維鵡とは、歓1良他念．精薄馳．介桝荒雛書M員劇爛爛世帯す＆■窄も、う。  
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6．県と市町村の協調による請求事務の共通化（神奈川県）  

■移動支援等地域生活支援事業への円滑な移   

行支援／   

リットを考慮し、各市町村からの報告に基づき  

県が事業者登録を行った。   

事業所登録に当たっては、全県を対象に県が  

事業所番号付番ルールを定め（図表1参照）、1  

事業所が1番号で複数市町村と委託契約を結  

ぶことが可能となり、市町村にとっても事業所  

にとっても複数番号の管理という事務負担を  

回避できている。   

また、受給者番号についても、市町村で付番  

するにあたりが、介護給付費等と地域生活支援  

事業の利用者負担額に総合上限を設ける場合  

は、1人に1つの共通の番号として上限管理が  

円滑に進められるようにした。   

さらに、県が、市町村にどのような類型の地  

域生活支援事業を想定しているか聞き取り、標  

準的なサービスパターンを洗い出してコード  

例を提示した。これを参考に、市町村は、それ  

ぞれの事業内容に合わせて、請求サービスコー  

ドや単価を設定している。  

平成18年9月まで個別給付の対象で10月か  

ら地域生活支援事業に移行した、移動支援、経  

過的デイサービス、日中一時支援事業は、神奈  

川県内の支援費の支給決定者数のうちで大き  

な割合を占めていた。特に、移動支援の支給決  

定者数は、訪問系サービスの中でも多かった。  

（全体の約6割が利用）   

これらの事業について、地域生活支援事業が  

始まった後、事業者が個別の市町村とそれぞれ  

委託契約等を締結しなければならなくなった  

ことから、手続きが煩雑となり、これまでは、  

県等が指定した事業者であれば利用者が居住  

する市町村以外の事業者であってもを自由に  

選択できていたにもかかわらず、地域生活支援  

事業に移行したために、選択できる事業者が限  

られるようになることが懸念された。   

この結果、これまで支援費制度の下で着実に  

整備してきた資源が失われる可能性があった  

ため、報酬の請求事務や事業者の登録手続き等  

について共通化を図ること等、地域生活支援事  

業の実施について、一定の共通方針を示し、サ  

ービス水準の確保を図ることとした。  

【サービス′くターン洗い出し例（移動支援）】  

○個別支援型／グループ支援型／送迎型／その他   

○利用目的：必要不可欠／余暇活動  

○身体介護の有無  …等   

なお、国保連への支払いは、システム開発、  

運用経費とも市町村が按分して負担しており、  

県も県が担当する事業所登録部分について応  

分の負担をしている。  

■具体的な支援内容   

具体的には、地域生活支援事業の報酬支払い  

について、県国保連合会に市町村がそれぞれ委  

託するとともに、．そのために必要な事業所番号  

や請求サービスコード等の共通化を図った。   

地域生活支援事業に係る事業所の登録につ  

いて、政令指定都市、中核市内の事業所は、こ  

れまでのノウハウの蓄積を生かし、各市が個別  

に事業所登録を実施する一方、それ以外の市町  

村に所在する事業所は、事務負担やスケールメ  

■共通化の取組みの効果   

これらの共通方針を示すことは、県にとって  

直接メリットのある業務ではない。   

しかし、市町村規模によってノウハウや事務  

処理体制が異なる中で、県からの伝達情報のみ  

では、すべての市町村が円滑に移行できる状況  
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にはなかった。   

また、神奈川県の市町村は、指定都市2市、  

中核市2市がある一方で、小規模市町村も多く、  

県内どの市町村でも同じルールで今までどお  

り社会資源を活用することを目指すことは、県  

全体の仕組みを維持するうえで重要なことで  

あり、市町村からも共通化のニーズは強い。   

なお、県が調整的な役割を発揮する上で、各  

市町村の協力は不可欠であり、特に神奈川県で  

は、県と指定都市、中核市を中心にしたプロジ  

ェクト体制が整備されていることが特徴的で  

ある。  

援事業の情報を集めて、各市町村の工夫やノウ  

ハウを情報提供していきたいと県は考えてい  

る。   

また、現在行われている移動支援のパターン  

や、特定市町村がニーズに着目して展開してい  

るサービス、各市町村のサービス提供状況の統  

計データ等を整理し、県として、地域生活支援  

事業の標準的なモデル例を検討していくこと  

や、地域生活支援事業の事業者の指導方法につ  

いても今後の課題となっている。   

地域生活支援事業に限らず、障害者自立支援  

法の施行の中で、県は予算執行だけの役割にな  

りがちだが、市町村間の格差を是正し、県内の  

どの市町村においても効果的・効率的に事業展  

開ができるよう側面的支援することは、都道府  

県の重要な役割であると認識している。  

■今後の展開  

今後は、各市町村が実施している地域生活支  

図表1地域生活支援事業における事業所番号付番ルール  

1桁目  2折目  3桁目  4桁目  5桁目  6桁目  7桁日  8桁目  9桁目 10板目  事業所情報管理寺号  

…☆董☆  

｝｝｝｝」J  

都道府県コード  チェックデジット  
（モジュラス10）  01：鶴見区   

都市区コード   56：麻生区  

事業所書号  
（都市区コード内で任意）  

神奈川県＝  

繁コード一覧は別紙  

事業所区分コード  
1：指定事象所  

2：指定事霊所  

3：能事霊所  
4：掛験当事業所  
5：児1福祉法  

6・量鵬撼年悪書緒墓董（蘭定）  

ス種類ヨード（地域生活支  

センター（個別給付型）  

…多機能   
行使用しない  

妻報酬算定上の定員  
…■使用しない   
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